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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の基本方針」（以下「Ⅵ-2-別添1-1」と

いう。）に示すとおり，選択弁ラック及び選択弁が基準地振動Ｓｓによる地震力に対して十分な

構造強度及び動的機能を有しており，火災を早期に消火する機能を維持していることを確認す

るものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

選択弁ラック及び選択弁の構造計画を表 2－1に示す。 

選択弁ラック及び選択弁は，火災が発生している火災区域又は火災区画からの火災の火炎

及び熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，爆発等の二次的影響を受けず，火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさないように設置する。 
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表 2－1 選択弁の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

選択弁は，集合管に取り付けて固定する。

集合管及び起動装置格納箱は，選択弁ラッ

クに固定し，選択弁ラックは基礎ボルトに

て基礎に設置する。 

選択弁， 

集合管及び 

選択弁ラック 

（直立形） 

図 2－1 

 

 

図 2－1 選択弁の概要図 

 

  

2 

（単位：mm） 

選択弁ラック外観図 

選択弁ラック平面図 選択弁外観図 

選択弁(65A) 

基礎ボルト 

  (ケミカルアンカ) 

集合管 

選択弁(40A) 

選択弁ラック 

300 1000 

3
00
 

床 

起動装置格納箱 

起動装置格納箱 

選択弁ラック側面図 

9
00
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3. 固有値確認及び構造強度評価 

選択弁の固有周期及び構造強度評価は，Ⅵ-2-別添 1-1 の「4. 固有周期」及び「5.1 構造

強度評価方法」に示す評価方針に基づき，３次元ＦＥＭモデルによる解析及び正弦波掃引試験

により固有周期及び構造強度を評価する。 

 

3.1 固有値確認及び構造強度評価方法 

 3.1.1 固有値確認方法 

 

① 選択弁ラックの確認方法 

対象部位である選択弁ラックについて，３次元ＦＥＭモデルによる解析を実施する。 

 

② 選択弁の確認方法 

選択弁は，正弦波掃引試験を実施する。 

 

3.1.2 構造強度評価方法 

選択弁ラックの構造強度評価は，Ⅵ-2-別添 1-1 の「5.1 構造強度評価方法」に示す

評価方針に従い，構造強度評価を実施する。  

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

構造強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 1-1 の「5.2 荷重の組合せ及

び許容応力」に示す荷重及び荷重の組合せを使用する。 

 

  3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構造強度評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態は，選択弁ラックの評価対象部

位ごとに設定する。選択弁ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態を表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力及び使用材料の許容応力評価条件 

選択弁ラックにおける許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－2 に

示す。また，選択弁ラック及び基礎ボルトの許容応力評価条件を表 3－3に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用原

子炉の附属施設 火災防護設備 選択弁ラック Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   

表 3－2 許容応力（その他支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 3－3 許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価対象部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

選択弁ラック部材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 

40 

（周囲環境温度） 
245 400 280 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 

40 

（周囲環境温度） 
245 400 280 
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3.3 解析モデル及び諸元 

選択弁ラックの解析モデルを図 3－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸

元を表 3－4 及び本計算書の【選択弁ラックの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 選択弁ラックを構成する部材をはり要素でモデル化したＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 拘束条件は，基礎ボルト部を並進３方向拘束とする。 

(3) 選択弁，集合管及び起動装置格納箱の質量はそれを支持している選択弁ラックの質量に

付加する。また，起動装置格納箱はモデル化せず，質量のみ考慮する。 

(4) 固有値解析する際は，配管質量を支持点位置に集中質量として付加し，構造強度評価す

る際は，配管反力を支持点位置に付加する。 

(5) 起動装置格納箱と選択弁ラック部材は接続ボルト位置で剛体要素によって接続する。 

(6) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値及び荷重を求める。解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

  

5 



 

 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
2-
別
添
1
-3

-2
 R
0 

 

 

 

 

図 3－1 選択弁ラックの解析モデル 
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表 3－4 解析モデルの諸元 

 

番号 材料 
諸元 

（数値） 

縦弾性係数 

（MPa） 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント 

(mm4) 

強軸 弱軸 

選択弁ラック 

部材 

① SS400 L75×75×6 2.02×105 872.7 4.61×105 4.61×105 

② SS400 L50×50×6 2.02×105 564.4 1.26×105 1.26×105 

基礎 

ボルト 
③ SS400 M16 － － － － 

温度条件 

(℃) 
－ － 40 － － － － 

質量 

(kg) 
－ － 329 － － － － 

ポアソン比 － － 0.3 － － － － 
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3.4 固有周期 

選択弁ラックの固有値解析の結果を「3.4.1 選択弁ラック」に，選択弁の加振試験結果を

「3.4.2 選択弁」に示す。 

 

 3.4.1 選択弁ラック 

選択弁ラックの固有値確認結果を表3－5，振動モード図を図3－2に示す。固有周期は0.05

秒以下であり，剛であることを確認した。 

 

 3.4.2 選択弁 

選択弁の加振試験結果を表3－6に示す。表3－6より，選択弁は剛であることを確認した。 

 

表 3－5 選択弁ラックの固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 短辺方向 長辺方向 

１次 水平 0.025 － － － 

 

 

表 3－6 選択弁の固有周期 

機器名称 方向 
固有周期＊ 

(s) 

選択弁 
水平 0.031 

鉛直 0.030 

注記＊：正弦波掃引試験により確認 
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図 3－2 選択弁ラックの振動モード図（１次） 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－7 に示す。選択弁ラックの耐震計算に用いる設計用地震

力については，Ⅵ-2-1-7「設計用応答スペクトルの作成方針」に基づく。 

 

 

表 3－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL.23.80＊1 

ＣＨ＝1.73＊2 ＣＶ＝2.08＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

  ＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度とする。 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

選択弁は，Ⅵ-2-別添1-1の「6. 機能維持評価」に示す評価方針に従い，機能維持評価を

実施する。 

機能確認済加速度には，対象機器の加振試験において動的機能の健全性を確認し

た最大加速度を適用する。 

 

 

表 4－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

選択弁 

40A 

水平    5.0 

鉛直    3.0 

選択弁 

65A 

水平    5.0 

鉛直    3.0 
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5. 評価結果 

選択弁ラック及び選択弁の構造強度評価結果及び機能維持評価を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能維持を有しており，

火災を早期に消火する機能を維持することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【選択弁ラックの耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

選択弁ラック Ｃ 
原子炉建物 

EL23.80＊1 
0.025 0.05 以下 ＣＨ＝1.73＊2 ＣＶ＝2.08＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度とする。 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 選択弁ラック 

部材 
Ｅ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓu 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ａ 

（mm2） 

Ａｓｘ 

（mm2） 

Ａｓｙ 

（mm2） 

Ｚｘ 

（mm3） 

Ｚｙ 

（mm3） 

L75×75×6 202000 
245 

（厚さ≦16mm） 

400 

（厚さ≦16mm） 
280 872.7 450 450 8.470×103 8.470×103 

L50×50×6 202000 
245 

（厚さ≦16mm） 

400 

（厚さ≦16mm） 
280 564.4 300 300 3.550×103 3.550×103 

 

1.2.2 基礎ボルト 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓu 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

ｄo 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

Ｆｓｂ 

（N） 

Ｆｔｂ 

（N） 

245 

（径≦16mm） 

400 

（径≦16mm） 
280 

16 

（M16） 
201 3.052×103 8.692×103 
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1.3 計算数値 

1.3.1 選択弁ラックに作用する部材力 

部材 
Ｆｔm 

（Ｎ） 

Ｆｘ 

（Ｎ） 

Ｆｙ 

（Ｎ） 

Ｔ 

（Ｎ・mm） 

Ｍｘ 

（Ｎ・mm） 

Ｍｙ. 

（Ｎ・mm） 

L75×75×6 9.476×103 3.833×103 623 213 3.350×103 6.263×105 

 

1.3.2 基礎ボルトに作用する部材力 

部材 
Ｆｓｂ 

（Ｎ） 

Ｆｔｂ 

（Ｎ） 

M16 3.052×103 8.692×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期       （単位：s） 

水平方向 0.025 

鉛直方向 0.05 以下 

 

 

1.4.2 応力                                                                          （単位：MPa） 

機器名称 評価部位 材料 応力分類 発生応力 許容応力 

選択弁ラック 

選択弁ラック部材 SS400 組合せ応力 σｆ＝87 ƒｔｍ＝279 

基礎ボルト SS400 

引張応力 σｔｂ＝44 ƒｔｓ＝168＊ 

せん断応力 τｂ＝16 ƒｓｂ＝128 

発生応力はすべて許容応力以下である。                                                                              注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]より算出 

 

 

1.4.3 動的機能維持評価結果                                                       (単位：×9.8 m/s2) 

機器名称 
据付場所及び床面高さ

(m) 

機能確認済加速度との比較 

水平 鉛直 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

選択弁 40A 
原子炉建物 

EL23.80m 

4.50 5.0 1.79 3.0 

選択弁 65A 3.54 5.0 1.79 3.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

1
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